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Romer[1986],AghionandHowitt[1992]には,人 口の規模が大 きいほ ど,
経 済成 長 率が 高 くな る とい う規 模 の効 果 が存 在す る。 これ に対 し,Segeト
strom口998a]は規模 の効果が現実 的でない とし,そ れを消 し去 ったモ デルを
提 示 した㌔ これ は研究 開発 は簡単な アイデ アか ら順番 に発見 されて行 き,そ
れ によって研 究開発 は次 第に困難 にな ってい くとい うメカニズムをモデル化す
るこ とによって行われてい る。 しか し今度 は,一 般的に研 究開発が持つ であろ
う,知 識 ス トックを上昇させ,そ れ ゆえ研究 開発の生産性が上昇する とい う正
の外 部性 は無視 され たかた ちになってい る。JOIlesl1995]が述べ てい るよ う
1)た だ し,Segerstr(》ml1998a]の最大 のオ リジナ リテ ィーは規模 の効果 を消 し去 った ことで は
なく,研 究開発雇用が増加 して きた一方で,特 訂件数 はほぼ一定であ った とい う事実 を整合 的に
説明 してい ることである。
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に,規 模の効果 について重 要なのは正の外部性 が存在す るか どうかで はな くて,
その外部性 の大 きさであ る。つ ま り,よ り一般性 を持 たせ るため必要 な ことは,
両方の効果 を共 に組込んだ上で,そ の効果 の程度を決定す ることで あ ると言 え
るだろ う。本稿 のモデ ルは,研 究開発 には基礎的研究 と応 用的研究 の二種類が
あ り,基 礎的研究 には正の外 部性が,応 用的研 究 には負 の外 部性が存在す る と
い う構造 になってい る。 この点がSegerstrom[1998a]と異 な ってい る。
'また
,Jones[1995LSegelstrom[1998a]では,規 模 の効 果 を除去 した結
果,政 策的イ ンプ リケーシ ョンも大 きく変化す ることが強調 されてい る、すな
わ ち,R&Dに 対す る補 助金 は,長 期 の経済 成長率 に何 ら影 響 を与 えない こ
とであ る。別の言葉で言 えば,長 期 の経 済成長率 は外生的パ ラメー タのみで表
され るのであ り.Jones[1995]はこの よ うなモ デルをsemi-endogenousとい
う言 葉 で 表 現 して い る。 こ の よ う な特 徴 は,Jones[1995LSegerstro111
[1998a],Young[1998]に共通す る もので あ る,,本稿 のモ デルは,規 模 の効
果 は存在 しな いが政策 に よ り均 斉成長 率が 変化す る。つ ま り,semi-endoge-
nousではない。 この点 も、Segerstrom[1998a]と異な ってい る。
一方 ,そ の後の研 究で規模 の効果は存在 しないが,R&Dに 対す る補 助金
が,経 済成長 率 に影響 を与 えるようなク ラスのモデ ルが登場 してい る。Jbnes
[1998],Segerstmm[1998b]などがそ れに当 り,そ こで は品 質向上 に加 え て
バ ラエ テ ィー拡大が モデルに組込 まれ てい る・J()nβs[1998]は,水平的R&
Dと 垂直的R&D双 方 を含 む単純化 された一般的モ デルを提示 している。 そ
こで は,規 模 の効果が存在 しないな らば,人 口成長が持続的成長の必 要条件 に
なるとい う,単 一 のR&Dの み を含むモ デルの持つ特徴が な くなってい る。
Il基礎研究を導入 したモデル
この章 のモデルは第H-4節 までは,Segerstrom[1998a]の設定 に完全 に依










であるとす る。ここで,伽(側)は産業 ωの段階 甥 の品質,4川,(卿)は時点 オ
における産業 躍の品質段階 解 の財の消費量をあらわ している。品質を表す指











ただ し,6(ご)は時点!に おけ る一 人あた り消費支出をあ らわ し.ρ,(躍)は時点
護において産業 みりで最 も低 い品質調整価格 を持つ製品の価格で あ る。次 に家計
の異 時 点間の 最適化 問題 を考 え る,、σ(置)を一人 あた りの資産 ス トック,躍(メ
)を賃金所得,礁)を 利子率 とし,上 式で与 えられた静学的需要関数 を所与 と




の よ う に 表 さ れ る 。 現 在 価 値 ハ ミル トニ ア ン は レ を シ ャ ド ウ プ ラ イ ス と して,
鍔=6一 ψ一門 ・9`(')+レ(')r躍(')+7(∫)α(孝)一6(渉)一%α(')]




となる。 これ らよ り,次 の式 を得 る,,
-=γ 一 ρ(3)
o
次 に,横 断 性 条 件 は,
lim[レ(診)α(オ)]=0
'→oo
である。 ここで,一 階条件 の2番 目の式 よ り,
レ(か一レ(・)exp卜云(プ(s)一η)dsl




定 し,さらに,全 ての産業 躍 と品質段階 卿 についてこの関係がまったく同じ
であると仮定する。また,労 働が唯一の生産要素であると仮定する。従 って,
あらゆ る製品の限界費用は賃金率 甜 に等 しい。さらに,労 働をニュメレール
として用いることにする。すなわち,躍=1とする。従って,あ らゆる製品の




が限界費用二1で生産で き,他の模倣企業は1よ り大きい限界費用がかか るの
である、これは最高品質のイノベーターには特許権が与えらているのだと考え
ることもで きる。ただ し,最高品質よ り一段階品質の低い製品は全ての企業が












次にR&Dに 関す る規定 を行 う。R&Dは 追随企業のみ によって行われ,
全ての追随企業 でR&Dに 関す る技 術が同一である とす る。 また、R&Dは
労働 を唯一 の投 入要素 と して行 われ,そ の労働 は産業 と産業 の間,生 産 とR
&Dの 間を 自由 に移動で きるもの とす る。産業 盟で時点'に 労働 ちを雇用す
る追随企業 は,確 率密度 ・弘/X(側,≠)でイノベー ションに成功す ると しよ う。
ここで,X(",渉)はR&Dの 困難度 を示す指標で,ノ4〉0は外生的 に与 え られ
る技術 に関す るパ ラメー ターで あ る,,X(甜,云)に関 しては後に詳 しく述べ る こ
とにす る。 さて,R&D競 争 に参 加す るこ とか ら得 られ る収益 は,全 て の時
点 において,ど の企業 であるか,あ るい はどの産業であ るか とい うこととは無










することの価値を ∂(卿,ま)であらわす ことにする。R&Dが 失敗に終わ った
場合はいかなる価値 も得ることはできないが,も し成功した場合には,独 占供
給者である先導企業 として獲得できる利潤流列 とその継続期間を背景 として価






となり,R&D企 業はこれを最大化するように労働投人量 を決定す る。も
しθ<X/Aならば最適なJfはZf=Oとな り,も しか>X/・4ならば無限の研究










株式に対 して,期 間 磁 の問に π乙漉 の配当が支払われる。さらに,先 導企業
の株主はR&D企 業の研究開発が全て失敗 した場合には σ漉 のキャピタ
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ル ・ゲ インを手 にす る。一方、新たな イノベーシ ョンが成功 した場合は,既 存
の先導企業 は全ての収益 を失い,そ の企 業の所有者,す なわ ち株 主は"の 大
きさのキ ャピタル ・ロスを被 る。 ここで新たな イノベー ションが成功す る確率
は(5)式より ∫鷹 で ある。従 って,先 導企 業の株式 を所有す るこ との期待収益
は,
πL4」十 τ》4'(1-14∫)一び14!
となる。 さて,特 定 の産業 における リスクは特有 の ものであ って,株 式 の所有
者 は異 なる産業 にわた って株式所有 を分散 させ ることで安全な資産を手にす る
ことがで きる。つ ま り資産市場 の均衡 において は,上 の株式期待 収益 が安 全な




















この(8)式は労働市場均衡条件で ある と同時 に唯一の本源的生産要素である
労働の資源制 約で もあるので以下では(8)式を資源制約 と呼ぶ ことにす る。
5基 礎的研究の導入





この(9)式は,R&Dを 行 えば行 うほ どR&Dは 難 しくなってい くことを
表 してい る。 これは,最 初に も述べた ように単純 なアイデアほど先行 して発見
され てい くとい う考 え方 に基づ いてい るごレ。
ところで,Dosi[1988]によれば,米 国で はR&Dに 対 す る支 出全 体 の う
ち約1割 が,基 礎的研 究に向け られ てい る。そ して,そ の うち約7割 が連邦政
府によって,約1割 が大学に よって,つ ま り約8割 が非営利 目的な主体 によ っ
て基 金されている。つ ま り基礎的研究 は決 して無視 しうるような規模 の もので
はない3》。 そ して、基礎 的研 究 は最初 に述べ たよ うに応用的研究 に影響 を与 え
てい るもの と考 え られ る。
そ こで,本 稿で は次 の ような考 えをモデ ル化す る。 まず,応 用 的研究 に は





2)こ の仮定 によ り,規 模の効果が除去 され る、つ ま り,こ の仮 定はモ デルの持 つ インプ リケー
ションに とって非常 に重要な役割を果た している。
3)こ のこ とは米国以外 に も当 てはまるもの と考え られ る・
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ことで新たな応用研究の分野が広がるかもしれない。つま り,以上をまとめれ




























4〉 この ように基礎的研 究に も困難 度の存在 を課す ことは,基 礎的研究を含んだモデ ルか ら規模 の























(14)が等号で成立す るとすれば,(14)の両辺 を時 間で微分 して(13)を代入す
ると,
5)こ の仮定 は,定 常状態 の存在 に とって重要であ る。 もし,γ>1/2となれば・人口成長が存在
す る限 り定常状態は存在せず経 済は加速的 に成長 してい くことになる。




と な る 。 ま た 卯=X/Lお く と,(7)(14)(15)より,
諾(λ テ1)`一= 、(16)且
γ1十7一 μ(1一ノ)
を得 る。 この式 は正で有限の研 究開発が最適 とな り,ま た,企 業の価値 が資産
市場 で安全 な資産 の利子率 と正 しく関連 づけ られ てい るための条件 を表 してい
る、,
一方,労 働市場 の均 衡条件で ある資源制約(8)の両辺 をLで 割 る と,(10)





定 となることがわか る。 ところで,(10)(H)より,1と1の 比率 は固定 され て
い るので(1一∫)が一 定 ならば1と ∫も一定で あ る。従 って,(17)よりo,灘
も一定で ある。また,(8)よ り,`が 一定で あることを考慮す れば 均/L.が一
定 になるので 右 の成長率はLの 成長率 と同 じ盟になる。






を得 る。 この(19)は長期均衡 におい て1,∫ が満たす 関係式で ある。一方,1,
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∫の定義 よ りゑ1は 常 に 〃∫=γ/(1一γ)を満 た してい る。 よって,長 期均衡
での1,∫ を1,∫ とすれ ば,
7一 一7一 皿 コ 止(20)
μ(2γ一1)μ(2γ 一1)
となる。 これ を(16)(17)に代入する と,
諾(λ テ1)・ 。 鳶一= _,1=一+一(21)ハ
γ1+カ ー"λAγ
とな り,こ の二つの式を連立方程式 として解 くと,長 期均衡で のo,¢ が導 か
れ る。長期均衡での`,∬ をE(r,万)と し,(λ一1)/λ=Z,パμ=ヱ ρ一犯=
凧 γ/(2γ一1)=rとお 昏ナ昏ま,
_λ(π 十 四)_ _ __」 蟹___`=¢ ∫y十 レV十λ1■】7'ノ 「γ十 『 十 λryz (22)
となる。 ここで,も し γ=1とす る と,す なわ ち基礎 的研 究が行われない と仮
定す る と,(20)から長 期均衡 では1ニn/μ,ノ=0と な る。 これ はSegerstrom
[1998a]のモデルの長期均衡解であ る。そ こで,基 礎的研究が存在 しない この
場合の長期均 衡解 をE(ε,⑦)と1で 表す ことにす る。
と ころで,ir,万 が共 に正 になるた めには,(21)の左側 の式の傾 きが正 に
なってい なければな らない。す なわ ち,
ρμ+π(論 μ〉>・
が成立 していなければ ならない。 これが成立す ることは横 断性 条件 か ら示 され
る。次 の第1図 は基礎的研究が存在す る場合(1/2<γ<1)と存在 しない場合
(γ=1)につ いて(21)の2つの式を描 いた もので ある。
さて,も し ∫=Oで ∬=万 で あれば,経 済は常 にE点 にある ことにな る。渉
















と な る 。 ま た,1(≠),1(ご)の定 義 よ り,ノ(!)=(1一γ)1(')で々 あ る の で,上 の








とな る。 これを,(3〉式 に代 入す ると,
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δ(')一・(か[巫㍊o(の+響(1一 孕)一 ρ1 (24)
を得 る。 ここで(23)(24)式で左辺=右 辺=0と おいて整理す ると,次 の ような




























7)位 相図がこのようになるの は 解>1の 時だけであ るがそれ 以外 の場 合で もE点 が第一象限に









得る他の要因であるAを 考 えてみる。(22)から分 るようにAが 小さ くなると













均衡での6に ついては ε〉rが 成 り立っている。従ってここで言えることは,












となる。ただ し,φ(∫)=∫」溺(",」)伽二 ∬1(τ)4τであ り,時 点 置までの間 にな
され るイ ノベー ションの期待 回数で あ る。 この式の両辺 を6(∫)と1(ぽ)が均斉









この論文で示 したR&Dに つい ての新 しい仮定 による結 果 と,も ととなっ
たSegerstrom[1998a]のモデルの結果 との主要な違い は,均 斉成 長均 衡経路
で(応 用研究の)イ ノベー シ ョンの成功確率が上昇す るとい うこと、 さ らにこ
8)Seger町・m[1998ajのオリジ・bレモデルを参照せ よ。 そこでは研 究開発 に対す る補助金 は研
究開発 に投 入され る労働 の割合L〆Lを 大 きくす るが長期均 衡でのイ ノベーシ ョン成功確率密度


















ず応用的研究に補助金を与えるような政策を採 った として も経済成長率は変化
しないのである9〕。
2結 語
」。nes[1995],Segerstrom[1998a],Y。ung[1998]では,規 模 の効 果 を除
去 した結果,経 済成長率が外生的パ ラメー タのみ の関数 になる。従 って,如 何
なる政策 も経済成長率 に影響 を与 えることがで きない。一方,本 稿のモデ ルは
規模 の効果が存在 しない に もかかわ らず,政 府 の政策 によ り経済成長率が変化
す る とい う特徴 を持 ってい る。 これは,Segerstr・m[1998b]のモデ ルに も存
9)Sege餅rom[1998a]を参 照 。 た だ し,こ の よ う な 結 論 はSegerstrom[1998al,Jones[19951
等 のsemトend〔)genousモデ ルに 対 して 当て は ま る結 論 で あ る.
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